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研究成果の概要（和文）：地域母子保健におけるメンタルヘルス支援の実態とサポートニーズに関する調査結
果、妊産婦の精神健康状態と関連要因の実態調査、訪問指導を行う看護職への面接調査等をもとに心理社会的ハ
イリスク妊産婦を対象にした「周産期うつ病予防のための地域母子保健・精神看護連携モデル」を開発した。
次にモデルに基づく介入を実施し、その効果を検証したところ、妊産婦に対するうつ病予防効果が示唆された。
また直接介入する保健師・助産師に精神科看護師が教育的支援、コンサルテーション、心理的支援を行うこと
で、介入の質をより高められたのではないかと考えられた。

研究成果の概要（英文）：Based on our five studies, we developed a collaborative model between public
 health nurses/midwives and mental health nurses for prevention of perinatal depression in community
 settings.
Results of the interventional study demonstrated the effectiveness of the model on prevention of 
perinatal depression, and the qualitative study suggested that educational training, consultation 
and psychological support by mental health nurses would contribute to improve the quality of mental 
health care by public health nurses/midwives for pregnant and postpartum women. 

研究分野：精神看護学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
周産期うつ病の予防を目的とし、地域の中で精神科看護師と保健師・助産師が連携して妊産婦を支援する看護モ
デルに関する研究は国内外ともにほとんど見られない。本モデルは、すでに確立されている地域母子保健システ
ムを活用しているため、研究結果の応用が広く期待できる。
また研究成果から、保健師・助産師の専門性を生かした具体的な育児支援等を軸にしながら、精神科看護師が連
携して心理社会的リスクと精神状態のアセスメント、精神的援助をより適切に行うことが、うつ病予防効果をさ
らに高めるという示唆が得られた。このことは、コミュニティメンタルヘルスやプライマリケアにおける精神科
看護師の役割拡大にも貢献しうると考えられる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
本研究は、「周産期うつ病予防のための地域母子保健・精神看護連携モデル」を開発し、その
効果を検証することを目的としている。本研究の特徴は、1)対象をハイリスクの妊産婦とし、
妊娠期から産後まで継続して支援すること、2)自治体における地域母子保健システムを活用す
ること、3)介入のプロセスで訪問者である看護職と精神看護師が連携すること、以上の 3点で
ある。その背景を以下に述べる。 
(1)妊娠期からのメンタルヘルス支援の重要性：近年、妊娠期からのメンタルヘルス支援の重要
性が指摘されている。その背景には、妊娠期にも 3～6％が大うつ病性障害に罹患する、また
50％の産後うつ病は妊娠期から発病して移行するなど、あらたなエビデンスが報告されている
こと、さらに妊娠期の不安、抑うつ、ストレスが児の神経発達や行動に影響するという大規模
調査の結果も報告されていることがある。ただし、産後うつ病の予防的介入の効果は欧米を中
心に報告されているものの（Dennis, C.L. et al, 2013）、地域母子保健における妊娠期からの介
入については未だ十分でなく、わが国ではほとんど行われていない。 
(2)地域母子保健におけるハイリスク妊産婦への支援の増加：わが国では、平成 19年度から乳
児家庭全戸訪問事業が始まっており、平成 22 年の事業実施自治体は 92.3%に上っている。多
くの母親が地域母子保健につながる一方で、産後うつ病のスクリーニングによる要支援者の抽
出、精神疾患や虐待など心理社会的な問題を有する妊産婦への対応など、地域母子保健におい
てハイリスク妊産婦への支援の必要性が高まっている。すでに確立されている地域母子保健シ
ステムを活用したモデルを開発することにより、研究結果の応用が広く期待できる。 
(3)地域母子保健に携わる訪問員への支援の必要性：乳児家庭全戸訪問事業が進められる中、新
生児訪問や産後うつ病スクリーニングに携わる訪問員の約７割が、母親のうつ病への対応に精
神的ストレスを抱えており、その背景にうつ病に関する知識、技術不足があったとの報告があ
る（三品, 2012）。妊産婦が質の高い支援を受けるためにも、母子保健に携わる訪問員が自信を
持ち、また安心して活動できるための対策が求められている。本研究では、精神看護学の専門
家が連携し、メンタルヘルス支援に関する教育研修、訪問のプロセスにおけるコンサルテーシ
ョン、訪問員への心理的支援を行うことで、より質の高い介入が可能になると考えた。産後う
つ病の回復や予防に関する研究で、看護職による介入に有意な効果が認められたと報告されて
いることから（Dennis, C.L. et al, 2009）、今回は看護職（保健師、助産師）による介入とした。 
 
２．研究の目的 
(1) 「周産期うつ病予防のための地域母子保健・精神看護連携モデル」の開発 
①地域母子保健に携わる看護職と産後うつ病回復者を対象に面接調査を行い、地域母子保健に
おけるメンタルヘルス支援の実態とサポートニーズを明らかにする。 
②①の結果と先行研究をもとに、モデル案を作成する。 
(2) 「周産期うつ病予防のための地域母子保健・精神看護連携モデル」の妥当性と効果の検証 
①作成したモデル案に基づき、ハイリスクの妊産婦を対象としてパイロットスタディを実施し
たモデル案の妥当性と効果を検証する。 
②妊娠届出時および産後 4か月時の精神状態と関連要因の実態を明らかにする。 
③①②の結果をもとにモデルを精錬する。 
④開発したモデルに基づいて介入を実施し、その効果を検証する。 
⑤介入を実施した看護職を対象にインタビュー調査を行い、開発したモデルの看護職への効果
を検討する。 

 
３．研究の方法 
(1) 「周産期うつ病予防のための地域母子保健・精神看護連携モデル」の開発 
①地域母子保健に携わる看護職を対象とした調査 
 ・目的：メンタルヘルス支援において経験した困難とサポートニーズを明らかにする 
 ・研究方法：グループ面接調査による質的記述的研究 
・対象：地域母子保健に携わる看護職（保健師、助産師）13名 
②産後うつ病回復者を対象とした調査 
・目的：うつ状態における体験と看護職へのサポートニーズを明らかにする 
・研究方法：個別面接による質的記述的研究 
・対象：過去に産後うつ病を体験し、現在は回復している女性 7名 
③モデル案の作成 
①②の調査結果、および国内外の先行研究をもとに、看護職（保健師、助産師）が心理社会
的ハイリスク妊産婦に行う介入内容と方法、および精神科看護師が看護職に行う教育研修内
容、介入中の支援方法（コンサルテーションを含む）などを含む、「周産期うつ病予防のた
めの地域母子保健・精神看護連携モデル」案を作成した。開発したモデル案について、精神
看護学、助産学、地域母子保健に携わる保健師、および産後うつピアサポート代表者等の当
事者により、内容妥当性を検討した。 
(2) 「周産期うつ病予防のための地域母子保健・精神看護連携モデル」の妥当性と効果の検証  
①パイロットスタディの実施 
 ・目的：作成したモデル案の妥当性と効果について明らかにする 



 ・対象：心理社会的ハイリスク妊婦（今回は居住地区の母子保健担当保健師によって特定妊
婦と判断された者とする）90 名および介入を実施した訪問指導員（保健師、助産師）6名 
 ・研究方法：妊娠届出時、新生児訪問時、4 か月健康診査時に質問紙調査を実施し、ハイリ
スク妊産婦の実態と介入の効果を統計的に評価した。また介入を行った訪問指導員に半構
造化面接を行い、モデルの妥当性と課題等を質的に検討した。 
②妊産婦の精神健康状態と関連要因の実態調査 
・目的：妊産婦の精神健康状態と関連要因の実態を明らかにし、得られた結果からモデル案
の妥当性を検討する。 

 ・対象：妊婦 85 名、産後 4か月の母親 460 名 
 ・研究方法：妊娠届出時と 4か月健康診査時に質問紙調査を実施し、得られたデータについ
て共分散構造分析によるパス解析を行った。調査内容はデモグラフィックデータ、妊産婦
の精神健康状態（不安・うつ症状、孤独感、自尊心、主観的身体健康状態等であった。結
果をもとに、介入内容と方法を具体的に検討した。 
③モデルの効果の検証 
 ・目的：①②をもとに精錬した介入モデルの効果を明らかにする 
 ・対象：心理社会的ハイリスク妊婦 261 名 
 ・研究方法：妊娠届出時、新生児訪問時、4 か月健康診査時に質問紙調査を実施し、介入の
効果を統計的に評価した。  
④開発したモデルの看護職への効果の検討 
 ・目的：地域母子保健において妊産婦を支援する看護職が、精神科看護師から教育研修、コ
ンサルテーション、心理的援助を受ける効果や意味を調査によって明らかにする 
 ・対象者：開発したモデルに基づいて介入を実施した看護職（保健師、助産師）7名 
 ・研究方法：半構造化面接による質的記述的研究 
 
４．研究成果 
(1) 「周産期うつ病予防のための地域母子保健・精神看護連携モデル」の開発 
①地域母子保健に携わる看護職を対象とした調査 
分析結果から、保健師は母親に寄り添い積極的にメンタルヘルス支援を行っていたが、対応
の中で困難感や負担を感じており、保健師への心理的支援、精神保健看護の知識と技術の修得、
専門家や関係機関との連携強化というニーズを持っていることが示唆された。 
②産後うつ病回復者を対象とした調査 
分析結果から、産後うつ状態の母親は、看護職に対し、専門職としての知識や技術とともに、
母親を支える思いやりのある態度を求めていることが示唆された。 
③「周産期うつ病予防のための地域母子保健・精神看護連携モデル」案の作成 
①②の調査結果等をもとにモデル案を作成した。モデル案について精神看護学、助産学、地
域母子保健に携わる保健師、および産後うつピアサポート代表者等の当事者により内容妥当性
を検討したところ、介入対象者の選定、介入内容、介入方法について、得られた意見をもとに
多少の修正が必要だが、概ね妥当との評価が得られた。 
(2) 「周産期うつ病予防のための地域母子保健・精神看護連携モデル」の妥当性と効果の検証  
①パイロットスタディの実施 
 作成したモデル案の妥当性と効果について明らかにするためにパイロットスタディを実施し
た。なお、介入に先立ち、介入者となる訪問指導員（保健師、助産師）に対して教育研修（周
産期メンタルヘルスに関する知識・技術等）を実施した。 
対象となった妊産婦の特性と実態について、特定妊婦と判断されなかった者 1121 名との比較
によって統計的に検討した結果、特定妊婦と判断された母親は、それ以外の母親よりも孤立し
ている傾向、不安や抑うつの傾向、子どもとのふれあいが十分でない傾向等が認められた。結
果から、妊娠期からの継続した支援の必要性、具体的な子育て指導、妊産婦の心理的支援、精
神看護の知識・技術をもとにした介入の必要性が確認され、モデルが概ね妥当であることが評
価された。 
次に介入を実施した訪問指導員に半構造化面接を行い質的に検討した結果、モデルに沿った
介入内容・方法の妥当性とともに、妊娠期の介入の導入方法、介入回数と方法（訪問 or 電話等）、
訪問後のフォロー体制、精神科看護師との連携方法ついて課題が抽出された。 
②妊産婦の精神健康状態と関連要因の実態調査 
・妊婦の精神健康状態と関連要因の実態 
妊婦を対象に質問紙調査を行い、研究協力が得られた 85 名を対象にうつ症状とその関連要因
の関係性を検討するために共分散構造分析によるパス解析を行った。妊婦の平均年齢は 32.9
歳(SD=4.9）、平均妊娠週数は 11.4 週(SD=7.5)であった。最終モデルの適合度指標はχ2=15.153、
df=22、CFI=1.000、RMSEA=0.000、AIC=79.153 であった。「夫との同居の有無」から「抑うつ」
に対して有意なパスを示していた。また、「自尊心」と「出産経験の有無」から「不安」に対し
て有意なパスを示していた。さらに、「自尊心」からに「失感情」に対して有意なパスを示して
いた。得られた結果から「夫との同居の有無」が「抑うつ」に有意に影響していたため、夫と
同居していない妊婦は抑うつになりやすい傾向が示唆され、メンタルヘルス支援をより充実さ
せる必要性があると考えられた。また、「自尊心」が「不安」や「失感情」に有意に影響してい



たことから、自尊心を高めるアプローチが妊娠期の不安の軽減や失感情の改善に対して効果が
ある可能性が考えられた。さらに、「出産経験の有無」が「不安」へ有意に影響していたことか
ら、出産経験の有無により求められる支援の内容が異なる可能性があると考えられた。 
・産後の母親の精神健康状態と関連要因の実態 
産後の母親を対象に質問紙調査を行い、研究協力が得られた 460 名を対象にうつ症状とその
関連要因の関係性を検討するために共分散構造分析によるパス解析を行った。平均年齢は 33.4
歳(SD=4.5),平均産後週数は 19.6 週(SD=4.7)であった。最終モデルの適合度指標はχ2=302.877、 
df=55、 CFI=0.898、RMSEA=0.057、AIC=204.868 であった。基本属性では、主観的身体健康状
態から孤独感と自尊心に対して有意なパスを示していた。また孤独感は産後うつ病と児への愛
着に対して有意なパスを示していた。自尊心からは産後うつ病に対して有意なパスを示してい
た。得られた結果から、母親の身体健康状態の改善にアプローチすることで、母親の孤独感の
改善や自尊心を高める可能性が示唆された。また孤独感はうつ症状と児への愛着に有意に影響
していたため、孤独感を軽減するアプローチがうつの改善や、児への愛着の維持・向上に対し、
ポジティブな効果をもたらすと考えられた。 
③モデルの効果の検証 
 某地区に妊娠届出書を提出した妊婦のうち、地区担当保健師によって特定妊婦と判断された
者 283 名のうち 261 名を対象に、①②の調査結果をもとに精錬したモデル（図１）に基づいた
介入を妊娠期（原則 6ヶ月以降）から実施した。介入実施者は前年度までに周産期メンタルヘ
ルスに関する研修を受けた保健師および訪問指導員（助産師または保健師）6 名であった。対
象となった妊婦の 34.9％は何らかの精神疾患の既往歴があり、5.3％は介入開始時点で治療中
であった。産後 1ヶ月時点での産後うつ病スクリーニングにおいて区分点以下の者の割合は周
辺の地区と比較し当該区の方が高かった。また産後 4ヶ月時点でもわずかに割合が多かった。
介入を受けていた者で、産後6ヶ月時点で何らかの心理社会的問題を持つと判断された者は205
名中 34名で、主な問題は育児不安（41.1%）、母自身の心身面への不安（35.3%）、精神科未受診
（11.8%）であった。ただし介入前よりも精神状態の悪化が認められる者はなく、また虐待が疑
われる者もいなかった。また介入を受けた者はそれ以外の妊婦よりも、4 か月健康診査の受診
率が高く、また産後ケアを受けた割合も有意に高かった。以上の結果から、介入モデルに沿っ
た支援の効果が示唆された。ただし、心理社会的ハイリスク妊婦を適切に選定する方法、妊娠
中の訪問への同意を得ることや継続して関わることの困難、里帰りや転居する妊産婦への継続
支援、妊娠期からの支援事業の周知、医療機関や他関係施設との連携、流産・死産となった対
象者への支援、父親を巻き込んだ支援、産後 6カ月時点で継続支援となった母親への継続支援、
他機関との連携など、今後の課題も明らかとなった。 
主に上記②の結果から、介入モデルに妊婦を対象とした運動と育児指導を組み合わせた「マ
タニティスクール」を加えることにした。「マタニティスクール」は妊娠期からの母親の孤立予
防および教育的支援を目的としており、必要に応じて対象者に紹介し、うつ病予防の効果をよ
り高めようとするものである。「マタニティスクール」に参加し、研究協力に同意した妊婦は
11 名だった。プログラムに参加することで、7名の妊婦（63.6％）が 1つ以上の身体症状が改
善したと回答し、状態不安は実施前と比べて有意に低下した（p＜0.05）。プログラムに対する
主観的評価では「産後の知識を得たり、考えることができた」、「身体を動かすことの効果を感
じた」、「不安の軽減や気分転換ができた」などの効果や、「役に立った」、「心の拠り所ができた」、

 

図１ 周産期うつ病予防のための地域母子保健・精神看護連携（最終）モデル 



「もっと多くの妊婦に参加してほしい」という肯定的評価が認められた。 
④開発したモデルの看護職への効果の検討 
地域母子保健において妊産婦を支援する看護職が、精神看護学を専門とする者から教育研修、
コンサルテーション、心理的援助を受ける効果や意味を明らかにすることを目的として半構造
化面接調査を実施した。対象は開発したモデルに基づいて介入を実施した看護職（保健師、助
産師）7 名で、得られたデータは質的記述的に分析した。分析の結果、教育研修の中で精神看
護の専門的知識および援助技術を具体的に学ぶことが実践に役立ったこと、コンサルテーショ
ンを通して事例のアセスメントや具体的な支援方法に関する理解が深まったこと、また精神看
護の専門家から支援を受けることによって安心して母親に関われるようになった、心理的負担
が軽減されたなど、地域母子保健と精神看護が連携することの有用性が示唆された。 
(3)考察 
 今回開発した介入モデルによる妊産婦のうつ病予防への効果が示唆された。それは介入内容
に妊娠期から同じ看護職が継続して関わること、保健師・助産師の専門性を生かした具体的な
子育て・生活指導、妊産婦の精神状態やニーズに沿った支援が含まれていたことで、妊産婦の
信頼感、安心感、満足感が高められたためではないかと考えられる（Morrell 2016）。また、心
理社会的ハイリスク妊産婦に関わる際、精神状態を適切にアセスメントすること、精神状態の
見極めをもとに介入方法を工夫することなど精神看護の高度な知識・技術が求められ、また看
護職自身の心理的負担も大きいため、直接介入する保健師・助産師と精神科看護師が連携する
ことで、より介入効果を高められたのではないかと考えられる。 
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